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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第68期 

第１四半期 
連結累計期間 

第69期 
第１四半期 
連結累計期間 

第68期 

会計期間 
自平成26年４月１日 
至平成26年６月30日 

自平成27年４月１日 
至平成27年６月30日 

自平成26年４月１日 
至平成27年３月31日 

売上高 （百万円） 3,203 2,931 13,536 

経常利益又は経常損失（△） （百万円） △54 △35 260 

親会社株主に帰属する当期純利

益又は親会社株主に帰属する四

半期純損失（△） 

（百万円） △35 △10 90 

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） △24 18 140 

純資産額 （百万円） 5,464 5,576 5,625 

総資産額 （百万円） 9,339 9,361 9,830 

１株当たり当期純利益金額又は

１株当たり四半期純損失金額

（△） 

（円） △4.21 △1.20 10.66 

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額 
（円） － － － 

自己資本比率 （％） 58.5 59.6 57.2 

 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

 ２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、第68期は潜在株式が存在しないため、第

68期第１四半期連結累計期間及び第69期第１四半期連結累計期間は１株当たり四半期純損失であり、また、潜

在株式が存在しないため記載しておりません。

 ３．売上高には、消費税等は含まれておりません。

 ４.「企業結合に関する会計基準」(企業会計基準第21号 平成25年９月13日）等を適用し、当第１四半期連結累

計期間より、「当期純利益又は四半期純損失」を「親会社株主に帰属する当期純利益又は親会社株主に帰属

する四半期純損失」としています。

 

２【事業の内容】

 当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。

 関係会社の異動は次のとおりであります。

（通信建設事業）

 当第１四半期連結累計期間において、連結子会社のトヤマ電話工事株式会社は、連結子会社の加越電話工事株式

会社および富山土木株式会社を平成27年４月１日付で吸収合併しております。

 また、当第１四半期連結累計期間において、平成27年６月10日付で電通自動車整備株式会社の全株式を取得し連

結子会社とし、連結の範囲に含めております。平成27年６月30日をみなし取得日としており、当第１四半期連結会

計期間は貸借対照表のみを連結しております。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。 

２【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

（１）業績の状況

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、アベノミクスの諸政策により企業部門・家計部門ともに

所得から支出への前向きな循環メカニズムがしっかりと作用し続け、景気は緩やかな回復を続けています。 

情報通信分野においては、当社グループの主要な取引先である西日本電信電話株式会社(ＮＴＴ西日本)にお

かれましては次世代ネットワーク・サービスである「フレッツ光ネクスト」の提供エリアを拡大されつつあり、

平成27年3月末での全国の光ファイバー通信サービスの契約数は前年同期比128万増の2,660万となっています。

同じ時期での全国のブロードバンドサービスの契約数は1億2,404万となり、ブロードバンドサービス全体に対す

る光ファイバーのシェアは、3.9世代移動通信システム(ＬＴＥ)が急激に伸びている影響で前年同期28％から

21％に低減していますが、固定系通信では依然として主流のサービスとなっています。今後、光ファイバーサー

ビスは移動通信サービスをはじめとする各種サービスとのコラボレーションによって利用されることが期待され

ます。 

このような状況の中で、当第１四半期における当社グループの受注高は、ＮＴＴ関連工事では防災行政無線

工事の受注がありましたが、フレッツ光ネクスト開通工事の小規模化により減少し、公共・民間分野でもデータ

放送関連や太陽光発電工事を受注したもののシステム開発の受注減により減少し、30億1千万円（前年同期比

11.3％減）となっております。 

売上高は、ＮＴＴ関連工事では工事の小規模化等により減少し、公共・民間分野では消防救急デジタル無線

工事や太陽光発電工事により増加しましたが、全体では減少し、29億3千1百万円（前年同期比8.5％減）となっ

ております。 

利益面につきましては、当社グループとして生産性の向上とコスト改善施策を実施しましたが、営業損失は5

千1百万円（前年同期6千9百万円の損失）、経常損失は3千5百万円（前年同期5千4百万円の損失）となり、親会

社株主に帰属する四半期純損失は1千万円（前年同期3千5百万円の損失）となっております。

        （単位:百万円） 
 

項 目 当第１四半期 前 年 同 期 増 減 額 増 減 率

受 注 高 3,010 3,393 △383 △11.3％

売 上 高 2,931 3,203 △272 △8.5％

営業損失(△) △51 △69 18 －％

経常損失(△) △35 △54 18 －％

親会社株主に
帰属する四半
期純損失(△)

△10 △35 25 －％

 

なお、セグメント間取引相殺消去前の各セグメントの業績は、次のとおりです。

（通信建設事業）

ＮＴＴ関連工事ではフレッツ光ネクストの開通工事が小規模化して減少し、公共・民間分野の工事では消防救

急デジタル無線工事等により増加しましたが、全体では減少し、売上高は27億7百万円（前年同期比8.8％減）、

セグメント利益は1億6千2百万円(前年同期比3.9％減）となっております。
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（情報システム事業）

売上高は、ＮＴＴ関連ではシステム開発があり、増加しましたが、公共・民間分野ではデータ放送システム更

改やショッピングサイトシステム開発がありましたが、大型システム開発がなくて減少し、全体では2億2千8百万

円(前年同期比5.2％減)となり、セグメント利益はプロジェクト管理の徹底により1千9百万円（前年同期3百万円

の損失）となっております。 

上記金額には、消費税等は含まれておりません。

(単位:百万円）

項 目 当第１四半期 前 年 同 期 増 減 額 増 減 率

通 信 建 設 事 業
売 上 高 2,707 2,966 △259 △8.8％

セグメント利益 162 168 △6 △3.9％

情報システム事業

売 上 高 228 241 △12 △5.2％

セグメント利益
又は損失(△） 19 △3 22 －％

 

（２）事業上及び財務上の対処すべき課題

 当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 （３）研究開発活動

 当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、4,414千円であります。

なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありませ

ん。

（４）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状の見通し

 当社グループは電気通信設備工事、情報システム事業が主な事業内容であるため日本電信電話株式会社グル

ープからの売上高が大きな比率を占めており、同社グループの設備投資動向により当社グループの事業戦略及

び経営成績に影響を受ける可能性があります。

 このため、公共・民間分野の売上を増やすとともに、利益の確保・増大を図るために下記の項目について各

組織で施策を計画、実行し、結果を把握して改善を行うサイクルを継続して回すことによって、通信建設事業

部門と情報システム事業部門では営業利益の更なる確保、本社組織は経費の節減を図ることとします。

 ① 人身事故、設備事故の撲滅（重大事故、誤接続事故の防止）

 ② 利益の確保・増大（連結売上高の増大、コスト削減）

 ③ 会社の社会的責任（ＣＳＲ）履行（安全衛生・品質保証・情報セキュリティの向上、内部統制システム

の効率的運用）

 ④ 生産性の向上

 ⑤ 人材の育成

（５）資本の財源及び資金の流動性についての分析

 当第１四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ4億6千9百万円（4.8％）減少の93億6千1

百万円となりました。主な要因は、現金預金5億6千万円及び土地7千４百万円の増加と受取手形・完成工事未

収入金11億5千9百万円の減少であります。

 負債の部は、前連結会計年度末に比べ4億1千9百万円（10.0％）減少の37億8千5百万円となりました。主な

要因は、支払手形・工事未払金2億9百万円、賞与引当金7千9百万円及び退職給付に係る負債2千7百万円の減少

であります。

 純資産の部は、前連結会計年度末に比べ4千9百万円（0.9％）減少の55億7千6百万円となりました。

（６）経営者の問題認識と今後の方針について

当社グループの主たる事業領域である情報通信分野を展望すると、昨今のスマートフォンの台頭を始めとし

て、タブレット端末およびソーシャルメディア等の普及により、お客様ニーズの多様化・高度化が進み、プラ

ットフォーム型サービスやクラウドサービスが拡大するなど市場環境が年々大きく変化しています。

売上は、主力であるフレッツ光の設備が充足されつつある中で近年漸減傾向にあり、新規事業分野の開拓と

対象市場の拡大を図るとともに公共・民間分野の市場でソリューション型営業を展開することにより増加基調

に転換することに努めます。

工事・保守の実施においては、安全を最重点として納期厳守、高品質、高生産性を実現するための現場力に

さらに磨きをかけて利益確保を図ることとします。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 21,600,000

計 21,600,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）

（平成27年６月30日）

提出日現在
発行数（株）

（平成27年８月７日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 8,968,960 8,968,960
東京証券取引所

（市場第二部）

単元株式数

100株

計 8,968,960 8,968,960 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
 総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高

（千円）

平成27年４月１日～

平成27年６月30日
－  8,968,960 － 611,000   － 326,200
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（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

（７）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成27年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

 

①【発行済株式】

平成27年6月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

 普通株式   429,700
－ －

完全議決権株式（その他）  普通株式   8,534,700 85,347 －

単元未満株式  普通株式    4,560 － －

発行済株式総数 8,968,960 － －

総株主の議決権 － 85,347 －

 （注）「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が100株含まれております。

また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数１個が含まれております。

②【自己株式等】

平成27年６月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

 （自己保有株式）          

北陸電話工事株式会社 金沢市大手町２番３号 429,700 － 429,700 4.79

計 － 429,700 － 429,700 4.79

 （注）当第１四半期会計期間末現在の自己保有株式は、429,700株であります。

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成27年４月１日から平

成27年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年６月30日まで）に係る四半期

連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。 

- 6 -



１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成27年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成27年６月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金預金 1,885,017 2,445,570 

受取手形・完成工事未収入金 3,445,257 2,285,759 

有価証券 256,438 256,452 

未成工事支出金 55,054 103,872 

材料貯蔵品 38,961 48,725 

繰延税金資産 85,080 103,129 

その他 168,266 116,711 

貸倒引当金 △4,428 △2,887 

流動資産合計 5,929,646 5,357,334 

固定資産    

有形固定資産    

建物・構築物（純額） 561,616 557,514 

土地 1,591,215 1,666,126 

その他（純額） 450,105 440,810 

有形固定資産合計 2,602,937 2,664,451 

無形固定資産    

ソフトウエア 22,681 20,489 

のれん 10,850 10,579 

その他 4,656 4,943 

無形固定資産合計 38,188 36,012 

投資その他の資産    

投資有価証券 618,392 662,645 

長期貸付金 3,077 2,850 

繰延税金資産 596,733 571,726 

その他 41,937 66,596 

投資その他の資産合計 1,260,140 1,303,818 

固定資産合計 3,901,267 4,004,282 

資産合計 9,830,914 9,361,616 

負債の部    

流動負債    

支払手形・工事未払金 1,173,741 964,267 

短期借入金 2,856 2,856 

未払法人税等 21,273 8,045 

賞与引当金 170,344 90,486 

完成工事補償引当金 9,602 9,402 

その他 779,281 682,273 

流動負債合計 2,157,099 1,757,331 

固定負債    

長期借入金 11,432 10,718 

役員退職慰労引当金 160,012 156,217 

退職給付に係る負債 1,789,057 1,761,391 

負ののれん 14,487 13,850 

長期未払金 65,737 65,737 

繰延税金負債 30 12,716 

その他 7,327 7,365 

固定負債合計 2,048,085 2,027,997 

負債合計 4,205,184 3,785,328 
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    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成27年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成27年６月30日) 

純資産の部    

株主資本    

資本金 611,000 611,000 

資本剰余金 327,425 327,425 

利益剰余金 4,821,520 4,742,930 

自己株式 △90,025 △90,025 

株主資本合計 5,669,921 5,591,330 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 88,098 112,210 

退職給付に係る調整累計額 △132,289 △127,253 

その他の包括利益累計額合計 △44,191 △15,042 

純資産合計 5,625,729 5,576,288 

負債純資産合計 9,830,914 9,361,616 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 

 至 平成26年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年６月30日) 

完成工事高 3,203,979 2,931,351 

完成工事原価 2,909,192 2,623,499 

完成工事総利益 294,786 307,851 

販売費及び一般管理費 363,972 359,012 

営業損失（△） △69,186 △51,161 

営業外収益    

受取利息 333 248 

受取配当金 7,935 6,897 

受取地代家賃 648 620 

持分法による投資利益 1,186 1,284 

その他 4,918 6,700 

営業外収益合計 15,021 15,751 

営業外費用    

支払利息 129 40 

手形売却損 42 － 

その他 1 0 

営業外費用合計 173 40 

経常損失（△） △54,338 △35,450 

特別利益    

段階取得に係る差益 － 9,400 

固定資産売却益 812 668 

負ののれん発生益 － 10,266 

特別利益合計 812 20,335 

特別損失    

固定資産売却損 － 26 

固定資産除却損 209 64 

特別損失合計 209 90 

税金等調整前四半期純損失（△） △53,735 △15,205 

法人税、住民税及び事業税 5,139 1,896 

法人税等調整額 △22,937 △6,824 

法人税等合計 △17,797 △4,927 

四半期純損失（△） △35,937 △10,277 

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △35,937 △10,277 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 

 至 平成26年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年６月30日) 

四半期純損失（△） △35,937 △10,277 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 5,264 24,112 

退職給付に係る調整額 6,010 5,036 

その他の包括利益合計 11,274 29,149 

四半期包括利益 △24,662 18,871 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 △24,662 18,871 
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

（1） 連結の範囲の重要な変更

   当第１四半期連結会計期間より、連結子会社のトヤマ電話工事株式会社を存続会社として、連結子会社の

加越電話工事株式会社及び富山土木株式会社を吸収合併したため、加越電話工事株式会社及び富山土木株式

会社を連結の範囲から除外しております。また、電通自動車整備株式会社の全株式を取得したことにより連

結の範囲に含めております。なお、みなし取得日を平成27年6月30日としており、当第１四半期連結会計期

間においては貸借対照表のみを連結しております。

（2） 持分法の範囲の重要な変更

 該当事項はありません。

（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用） 

 「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日。以下「連結会計基

準」という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日。以下「事業

分離等会計基準」という。）等を当第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に

対する当社の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年

度の費用として計上する方法に変更しております。また、当第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企

業結合については、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連

結会計期間の四半期連結財務諸表に反映させる方法に変更しております。加えて、四半期純利益等の表示の変

更及び少数株主持分から非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるた

め、前第１四半期連結累計期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替

えを行っております。 

 企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項（４）、連結会計基準第44－５項

（４）及び事業分離等会計基準第57－４項（４）に定める経過的な取扱いに従っており、当第１四半期連結会

計期間の期首時点から将来にわたって適用しております。

 これによる損益に与える影響はありません。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

 該当事項はありません。

（四半期連結貸借対照表関係）

受取手形裏書譲渡高

 
前連結会計年度 

（平成27年３月31日） 
当第１四半期連結会計期間 
（平成27年６月30日） 

受取手形裏書譲渡高 2,626千円 －千円 

 

（四半期連結損益計算書関係）

該当する注記事項はありません。

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）、のれんの償却額及び負の

のれんの償却額は、次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自  平成26年４月１日
至  平成26年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自  平成27年４月１日
至  平成27年６月30日）

減価償却費 51,439千円 51,492千円

のれんの償却額 － 271

負ののれんの償却額 △636 △636
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（株主資本等関係）

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日）

配当に関する事項

 配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月27日

定時株主総会
普通株式 76,853 9.0 平成26年３月31日 平成26年６月30日  利益剰余金

 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日）

配当に関する事項

 配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月26日

定時株主総会
普通株式 68,313 8.0 平成27年３月31日 平成27年６月29日  利益剰余金

 
 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        （単位：千円） 

 
通信建設 
事業 

情報システム 
事業 

合計 
調整額 
(注)1 

四半期連結 

損益計算書 

計上額 

(注)2 

売上高          

外部顧客への売上高 2,963,819 240,159 3,203,979 － 3,203,979 

セグメント間の内部売上高又は
振替高 

3,032 977 4,010 △4,010 － 

計 2,966,851 241,137 3,207,989 △4,010 3,203,979 

セグメント利益又は損失(△) 168,780 △3,145 165,634 △234,821 △69,186 

    （注）1 ．調整額は以下のとおりであります。

        (1) 売上高の調整額△4,010千円はセグメント間取引消去であります。

        (2) セグメント利益又は損失の調整額△234,821千円は、報告セグメントに帰属しない一般管理費

△234,372千円とセグメント間取引消去△449千円であります。

       2 ．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        （単位：千円） 

 
通信建設 
事業 

情報システム 
事業 

合計 
調整額 
(注)1 

四半期連結 

損益計算書 

計上額 

(注)2 

売上高          

外部顧客への売上高 2,703,933 227,418 2,931,351 － 2,931,351 

セグメント間の内部売上高又は
振替高 

3,264 1,159 4,423 △4,423 － 

計 2,707,197 228,577 2,935,774 △4,423 2,931,351 

セグメント利益 162,114 19,707 181,821 △232,982 △51,161 

    （注）1 ．調整額は以下のとおりであります。

        (1) 売上高の調整額△4,423千円はセグメント間取引消去であります。

        (2) セグメント利益の調整額△232,982千円は、報告セグメントに帰属しない一般管理費△232,336千円

とセグメント間取引消去△646千円であります。

       2 ．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

 該当事項はありません。

（のれんの金額の重要な変動）

 該当事項はありません。

（重要な負ののれん発生益）

 平成27年６月10日付で電通自動車整備株式会社の全株式を取得し連結子会社としたことに伴い、負の

のれん発生益10,266千円を特別利益に計上しております。なお、当該負ののれん発生益は報告セグメン

トに配分しておりません。
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（企業結合等関係）

取得による企業結合

１．企業結合の概要

(1) 被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称 電通自動車整備株式会社

事業の内容    車両の販売および整備

(2) 企業結合を行った主な理由

 当社および子会社が使用している車両等の購入・修理等を電通自動車整備株式会社に発注してきたが、

当該会社を子会社化することにより、連結業績の向上および車両管理業務のグループ内製化を図るため。 

(3) 企業結合日

平成27年６月10日（みなし取得日 平成27年６月30日）

(4) 企業結合の法的形式

株式取得

(5) 結合後企業の名称

名称に変更はありません。

(6) 取得した議決権比率

企業結合直前に所有していた議決権比率   7.7％

企業結合日に追加取得した議決権比率   92.3％

取得後の議決権比率          100.0％

(7) 取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が現金を対価として、株式を取得するためであります。

 

２. 四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間

 みなし取得日を平成27年６月30日としているため、当第１四半期連結累計期間には被取得企業の業績は

含まれておりません。

 

３．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

企業結合直前に保有していた電通自動車整備株式の企業結合日における時価 11,400千円 

企業結合日に追加取得した電通自動車整備株式の時価 136,800千円 

取得原価 148,200千円 

 

４. 被取得企業の取得原価と取得するに至った取引ごとの取得原価の合計額との差額

段階取得に係る差益 9,400千円

 

５. 発生した負ののれん発生益の金額、発生原因

(1) 発生した負ののれん発生益の金額

10,266千円

(2) 発生原因

  受け入れた資産及び引き受けた負債の純額が株式の取得原価を上回ったため、その差額を負ののれん発 

生益として処理しております。
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（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額（△） △4円21銭 △1円20銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純損失金額（△）

（千円）
△35,937 △10,277

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

損失金額（△）（千円）
△35,937 △10,277

普通株式の期中平均株式数（株） 8,539,301 8,539,174

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

（重要な後発事象）

 該当事項はありません。

２【その他】

 該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成27年８月７日

北陸電話工事株式会社 

取締役会 御中 

 

有限責任 あずさ監査法人 

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士 浜田   亘  印 

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士 笠間 智樹  印 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている北陸電話工事株

式会社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成27年４月１日から

平成27年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年６月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半

期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、北陸電話工事株式会社及び連結子会社の平成27年６月30日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての

重要な点において認められなかった。

 

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上

 

 （注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

 ２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

 



【表紙】
 

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 北陸財務局長

【提出日】 平成27年８月７日

【会社名】 北陸電話工事株式会社

【英訳名】 Hokuriku Denwa Kouji Co.,Ltd.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 森 泰夫

【最高財務責任者の役職氏名】 ───── 

【本店の所在の場所】 石川県金沢市大手町２番３号

【縦覧に供する場所】 北陸電話工事株式会社富山支店

（富山市豊田町一丁目４番22号）

北陸電話工事株式会社福井支店

（福井市定正町508番地）

株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

 



１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

 当社代表取締役森 泰夫は、当社の第69期第１四半期（自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日）の四半期報

告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しました。

 

２【特記事項】

 特記すべき事項はありません。

 


